
平 成 ２ ８ 年 ９ 月 １ ３ 日 
総務省  総合通信基盤局 

資料36－1 

「公益事業者の電柱・管路等使用に関するガイドライン」について 
 

【 報 告 事 項 】 



１．経緯 

○ 平成12年にＩＴ戦略会議・ＩＴ戦略本部合同会議（当時）において取りまとめられた「線路敷設の円滑化の

基本方針」を踏まえ、総務省、経済産業省及び国土交通省が協議を行い、電気通信審議会（当時）への 

諮問等を経て、平成13年４月１日、「公益事業者の電柱・管路等使用に関するガイドライン」を策定。 

２．目的等 

○ 認定電気通信事業者（以下「認定事業者」という。）が設備保有者（電気通信事業者、電気事業者、鉄道事業者）の電柱・ 

管路等を使用する場合に双方が遵守すべき標準的な取扱い方法等を定めることにより、認定事業者に 

よる光ファイバ網の整備等を推進。 

○ ガイドラインは、電気通信事業法第128条第１項に規定する他人の土地等の使用権に関する協議に係る 

認可や裁定の運用基準として機能するもの。 

３．ガイドラインの主な内容 

・ 電柱・管路等の貸与申込手続 

・ 貸与拒否事由（拒否することのできる事由を限定列挙） 

・ 貸与期間（原則５年間） 

・ 貸与の対価（原価に基づく適正な設備使用料を対価として請求可能としている） 

電柱の設備保有総数 

1,190  

2,169  
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1 公益事業者の電柱・管路等使用に関するガイドライン（概要） 



2 ガイドラインの見直しについて 

＜公益事業者の電柱・管路等使用に関するガイドライン＞ 
   附 則 
 （見直し） 
第二条 このガイドラインは毎年四月一日に、設備使用の進展の程度等について検討を加え、
その結果に基づいて見直しを行うものとする。なお、当該見直しに当たり、設備保有者は、
資料の提供等必要な協力を行うべきものとする。 

○ 設備使用の進展の程度等について把握するため、毎年、認定事業者及び設備保有者に 
 対し、電柱・管路の貸与実績等に関する調査を実施。 
 
○ 調査結果については、電気通信事業政策部会に報告。 
 
     ＜過去６回の改正＞ 

平成14年 電柱共架の「一束化」に関する規定の追加 

平成15年 支線の共用等に関する規定の追加 

平成16年 使用可能時期の照会に対する回答努力義務等の規定の追加 

平成19年 効率性の原則等の規定の追加 

平成22年 対象設備として鉄塔等の追加 

平成27年 設備撤去・移転時の通知等に関する規定の追加 

 
 
 



１．調査期間 

平成27年11月～平成28年１月 

3 電柱・管路等の使用に関する調査の概要（平成27年） 

２．対象者 

 ① 認定事業者（借り手） 

  ・ 認定電気通信事業者 

 ② 設備保有者（貸し手） 

  ・ 電気通信事業者：自ら電柱・管路等を保有する主要事業者（６事業者） 

  ・ 電気事業者   ：一般電気事業者（10事業者） 

  ・ 鉄道事業者   ：ＪＲグループ（７事業者）、日本民営鉄道協会（16事業者） 

３．調査内容 

 ① 電柱・管路等ガイドラインの見直しに関する意見 

 ② 設備の提供、貸与等に関する意見（①を除く。） 

（参考）平成２７年９月１４日電気通信事業政策部会資料（抜粋） 

・ 平成27年調査においては、過年度の調査結果が安定的に推移している状況を踏まえ、調査対象者の作業負担も考慮して、 

①事業者に対する「申請・利用等実績」に係る調査、②設備保有者に対する「設備保有・提供数」等に係る調査は見送ることとし、 

③双方に対する「ガイドラインに関する意見・要望」に係る調査のみを実施する。 

・ 平成28年調査においては、上記①②も含め、平成26年までの調査と同様の調査を実施し、回答状況や調査結果を踏まえ、 

平成29年以降の調査の間隔について改めて検討を行う。 



No 意見の概要 総務省の考え方 

１ 

第３条関係（設備の貸与拒否事由） 
 
・ 現行の地中化計画に係る貸与拒否事由 
「５年以内の期間に係る整備計画」について
期間を短縮すべき。 

ガイドラインでは、貸与拒否事由の一つとして、「その地中化の予定の事業年度が五年以内の期間に係る整
備計画において明示されている場合」（第３条第１項第４号）を挙げている。 

この点については、複数の設備保有者がこれを理由に貸与拒否をしているが、５年以内に地中化計画が
あっても貸与等が可能となる場合を示している例もある。現段階では、引き続き実態把握に努めて参りたい。 

なお、一般論として、地中化計画がある場合の電柱貸与の可否判断に当たっては、地中化計画の円滑な実
施、設備保有者の負担、認定事業者が逸失する営業機会等を総合的に勘案して、関係当事者間で十分な調
整が行われることが望ましい。 

２ 

第３条関係（債務保全措置） 
 
・ 設備保有者から、会社の経営状況によらず、
一律に連帯保証人の擁立を求められるケー
スがある。債務保全措置は随時、要否を判断
した上で、その手段を貸し手側が提示する方
法から借り手側が選択できるようにすべき。  

昨年のガイドライン改正時の「総務省の考え方」では、「認定事業者による線路敷設等の円滑化というガイド
ラインの目的に照らせば、経理的基礎を含めた審査を経ている認定事業者に対し、設備の使用に当たって、
預託金の支払や連帯保証人の設定等を求めることについては慎重な対応が必要である」旨を示している。 

また、ガイドラインでは、設備保有者が認定事業者から設備の使用の申込みを受けたときは、ガイドラインに
定める貸与拒否事由がある場合を除き、原則として拒否しないものと規定しているところ（第３条第１項）、設備
保有者が認定事業者に対し、その経営状況によらず債務保全措置を求める場合には、これが設備の貸与の
条件となっているともいえ、ガイドラインに抵触するおそれがあると考える。 

なお、設備保有者等に対して事実確認を行ったところ、認定事業者に対して債務保全措置への協力を依頼
した事実はあるものの、債務保全措置への協力を拒否した場合であっても、設備の貸与を拒否するものでは
ない旨を聴取している。 

３ 

第７条関係（設備の撤去・移転の事前予告） 
 
・ 撤去・移転の事前予告を行うべき具体的時
期を明示すべき。 

・ 昨年のガイドライン改正に賛同する。 

 昨年のガイドライン改正では、設備の撤去・移転の必要が生じた場合に、設備保有者から認定事業者への
早期の通知・情報提供を求める意見が複数提出されたことを踏まえ、「設備保有者は、…設備を撤去し、又は
移転する必要が生じた場合には、事業者に対し、速やかにその旨通知する」旨の規定を追加した（第７条第２
項）。 

 ただし、当該通知の時期については、設備の状況、撤去・移転工事の内容等に応じて個別具体的な判断が
求められるものであり、ガイドラインの中で一律に共通化することは困難である。 

４ 

その他（技術基準の統合・公表） 
 
・ 設備保有者によって異なる技術基準を統合
すべき。 

電柱強度等の技術基準については、電柱の設置目的（電気通信事業用、電気事業用、鉄道用）や適用さ
れる法令、設置場所の地理的な要因等に応じて個別具体的な判断が求められるものであり、ガイドラインの
中で一律に共通化することは困難である。 

4 主な意見と総務省の考え方① 

認定事業者（借り手）からの意見 



No 意見の概要 総務省の考え方 

５ 

第５条関係（不要設備の撤去） 
  
・ 不要設備の撤去について、総務省が認定
事業者に対する指導を行うべき。 

・ また、残置された不要設備により生じる損害
の補償等についても、総務省が介入するた
めの規定を追加すべき。 

ガイドラインにおいて、「事業者は、…設置した伝送路設備が不要となった場合は、速やかに当該伝送路設
備を撤去する」（第５条第５項）と定めているように、認定事業者は、自らの設備の撤去について責任を持って
対応すべきである。 

この点については、昨年のガイドライン改正において、設備保有者からの意見を踏まえ、不要設備の撤去も
含めた「設備保有者が適正に定めた手続」が認定事業者の遵守事項である旨を明確にしたところである（第
10条第２項）。 

６ 

附則第２条（実態調査の見直し） 
  
・ 今回実施しなかった「設備保有・提供数」等
に係る調査については、今後も廃止すべき。 

平成27年調査においては、過年度の調査結果が安定的に推移している状況を踏まえ、調査対象者の作業
負担も考慮して、「設備保有・提供数」等に係る調査は見送り、「ガイドラインに関する意見・要望」に係る調査
のみを実施した。 

一方、設備の貸与実績が増加傾向にある中で、調査申請に対する提供不可件数が依然として低下する傾
向には至っていないことを踏まえれば、設備使用の状況を把握する上で実態調査は引き続き必要と考えられ
るため、平成28年調査においては、平成26年までの調査と同様の調査を実施し、回答状況や調査結果を踏
まえ、平成29年以降の調査の間隔について改めて検討を行うこととしている。 

設備保有者（貸し手）からの意見 

5 主な意見と総務省の考え方② 

 今回の調査における意見の多くは、一義的には、当事者間で協議すべき個別具体的な事案に関する 
ものであり、全ての認定事業者及び設備保有者に適用されるガイドラインに記載する内容としては 
なじまないことから、今回はガイドラインの改正は行わず、引き続き、設備貸与の状況等を注視する。  

＜今回の調査を踏まえたガイドラインの見直しに関する考え方＞ 



1 

公益事業者の電柱・管路等使用に関するガイドライン

平 成 １ ３ 年 ４ 月

平成２７年１０月最終改正  

総   務   省

ＩＴ戦略会議・ＩＴ戦略本部合同会議で取りまとめられた取組方針である「線

路敷設の円滑化について」にのっとり、以下のガイドラインを策定する。この

ガイドラインは、電気通信事業法（昭和五十九年法律第八十六号）第百二十八

条第一項に規定する他人の土地等の使用権に関する協議の認可・裁定の運用基

準として機能することとなるものである。

（基本的な考え方）

第一条 このガイドラインは、電柱、管路、とう道、ずい道、鉄塔その他の認

定電気通信事業の用に供する線路又は空中線を設置するために使用すること

ができる設備（行政財産であるものを除く。以下「設備」という。）の所有者

（所有権以外の権原に基づきその設備を使用する者があるときは、その者及

び所有者。以下「設備保有者」という。）が、認定電気通信事業者（以下「事

業者」という。）に設備の一部を提供する場合において、設備保有者及び事業

者が遵守すべき標準的な取扱方法を取りまとめることにより、事業者による

線路敷設等の円滑化を図り、超高速インターネットの整備に不可欠な光ファ

イバ網の整備等を推進し、もって利用者の利益、国民の利便の向上に資する

ことを目的とする。

２ 線路を設置するために使用することができる設備の設備保有者（第十四条

第一項に規定する一束化設備保有者及び第十五条に規定する支線保有者を除

く。以下同じ。）には電気通信事業者、電気事業者、鉄道事業者その他の公益

事業者が、空中線を設置するために使用することができる設備の設備保有者

には電気通信事業者がそれぞれ該当するものとする。

３ 鉄塔その他の空中線の設置を目的とする設備の提供には、当該設備に携帯

電話の基地局の空中線を設置しようとする事業者に提供する場合のみが該当

するものとする。

４ 設備の提供に当たっては、原則として、次によるものとする。

一 設備保有者は、事業者から設備の提供の申込みがあったときは、自己の

事業又は有線電気通信設備令（昭和二十八年政令第百三十一号）、電波法（昭

和二十五年法律第百三十一号）その他の設備に関する法令等の規定（以下

「設備関係法令等」という。）及び道路法（昭和二十七年法律第百八十号）

その他の公物管理に関する法令等の規定（以下「公物管理関係法令等」と

資料36-1（参考）
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いう。）に支障のない限り、公平かつ公正な条件で設備を提供する。（公正

性の原則） 
二 設備保有者は、事業者に設備を提供するに当たり、資本関係その他の理 
由により、差別的な取扱いをしない。（無差別性の原則） 

三 設備保有者は、設備の提供に係る条件等をあらかじめ公表する。なお、 
公表すべき条件等は、このガイドラインで規定する。（透明性の原則） 

四 設備保有者は、設備の提供に係る手続の簡素化及び効率化に努めるもの 
とする。（効率性の原則） 

 
（調査回答期間等） 

第二条 設備保有者は、事業者から設備の調査の申込みがあった場合は、でき

るだけ速やかに提供の可否の回答を行うものとし、申込みの数が通常想定さ

れる申込みの数の範囲内である場合は、原則として二箇月以内（必要書類の

形式的不備等の指摘を行った場合は、二箇月に当該指摘から事業者が当該指

摘を踏まえ申込みを行うまでの期間を加えた期間内。次項において同じ。）に

提供の可否を回答するものとする。 
２ 設備保有者は、二箇月以内に提供の可否の回答ができない場合は、その理

由を明記した書面又は電子メール等の電磁的方法により、申込みを行った事

業者へ通知するものとする。 
３ 調査に要する費用は、コストに基づき適正なものとし、内訳として人件費

（内訳としての作業時間、作業人数及び作業単金を含む。）、交通費、機械器

具損料等を含め設備保有者が示した場合には、事業者が負担するものとする。 
 
（貸与拒否事由等） 

第三条 設備保有者は、事業者から設備の使用の申込みを受けたときは、原則

として、次に掲げる場合を除き拒否しないものとする。 
一 使用を希望する区間又は場所に現に空きが無い場合 
二 設備保有者が五年（法令に基づきこれより長い期間に係る設備計画（最新

の需要想定を勘案した上で修正された設備計画がある場合は当該計画。以下

この条において同じ。）を作成している場合は当該期間。以下この条におい

て同じ。）以内にその設備を全て使用する予定であり、その使用の予定の事

業年度が設備計画において明示されている場合 
三 設備保有者の設備に大幅な改修又は移転の計画があり、その改修又は移転

の予定の事業年度が五年以内の期間に係る設備計画において明示されてい

る場合 
四 電柱にあっては設備保有者がその地中化を計画しており、その地中化の予

定の事業年度が五年以内の期間に係る設備計画において明示されている場

合 
五 事業者が設置しようとする伝送路設備が設備保有者の技術基準に適合し
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ない場合又は技術基準に明確な定めがない場合であって、当該伝送路設備

を設置することにより設備保有者による建設若しくは保守に困難を生じさ

せ、又は生じさせるおそれが強い場合 
六 事業者の責に帰すべき理由により過去に費用負担・使用期間その他の使

用条件についての契約が履行されなかったことがある場合又は重大な不履

行若しくは救済不能の不履行が発生するおそれが強い場合 
七 事業者が行おうとする伝送路設備の設置が設備関係法令等の条件を満足

しない場合や、当該設備の使用が公物管理関係法令等の規定の適用を受け

るものにあっては、事業者又は設備保有者が受ける道路占用許可その他の

公物の占用等の許可（変更の許可を含む。）の取得若しくは占用許可等の条

件の変更に困難がある場合又はそのおそれが強い場合 
八 第六号に定めるもののほか、事業者の責に帰すべき理由により過去に守

秘義務、目的外使用の禁止その他契約に定める事項が履行されなかったこ

とがある場合又は重大な不履行若しくは救済不能の不履行が発生するおそ

れが強い場合 
九 その他設備保有者の行う公益事業の遂行に支障のある場合又はそのおそ

れが強い場合 
２ 設備保有者は、前項各号に掲げる事項に該当するものとして事業者からの

設備の使用の申込みを承諾しない場合は、その事業者に対し、承諾しない理

由を書面又は電子メール等の電磁的方法により通知する。 
３ 設備保有者は、第一項第二号から第四号までに掲げる貸与拒否事由に該当

することのみを理由として設備の使用の申込みを承諾しない場合であって、

事業者による使用開始の予定の日から設備計画に明示された使用、改修、移

転又は地中化の予定の事業年度の開始の日（以下「使用等予定日」という。）

までの間が一年を超える場合（事業者からの使用申込みの理由が地中化に伴

う仮設工事等による一時使用（道路の掘削又はマンホールの恒久的な改造が

不要なものに限る。）のときには一年を超えない場合を含む。）は、セキュリ

ティーの確保、経営上の秘密の保持又は顧客情報の保護に支障がない範囲で、

前項の規定に基づく通知において、事業者に対し、使用等予定日までの間に

限定して、設備の提供を行うことが可能である旨を示すものとする。 
４ 設備保有者は、事業者から設備の使用の申込みを承諾しない理由について、

具体的な内容の説明を求められた場合は、セキュリティーの確保、経営上の

秘密の保持又は顧客情報の保護に支障がない範囲で、これに応じるものとす

る。 
５ 設備保有者は、設備の使用の申込みを承諾した事業者から使用可能時期の

照会があった場合には、できる限り具体的な進捗状況、今後の見通し等を回

答するように努めるものとする。なお、事業者は、設備保有者の事務負担に

配慮し、通常想定されるスケジュールに従い作業が進捗していると認められ

る場合には、できる限り照会を行わないように努めるものとする。 
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（定型的かつ反復して行われる設備使用の申込み） 

第三条の二 設備保有者は、事業者から定型的かつ反復して行われる光ファイ

バを用いた引込線等に係る設備の使用の申込みを受けた場合又は受けると見

込まれる場合には、事業者が設備の提供を受けるための手続の簡素化及び効

率化に努めるものとする。 
２ 前項の場合においては、設備保有者は事業者と当該申込みに共通する設備

の仕様、工法その他の事項について協議するものとする。 
３ 設備保有者は、前項の協議の対象となる事項について、第十三条第一項第

九号に掲げる定型的かつ反復して行われる光ファイバを用いた引込線等に係

る設備の使用の申込みに関する手続の簡素化及び効率化のための基本的事項

に規定するよう努めるものとする。 
 
（貸与期間） 

第四条 貸与期間は、原則として五年間とする。 
２ 使用等予定日までの間に限定した設備の使用の申込みであって、使用等予

定日以降の事業者の伝送路設備の移転に関する計画が確実かつ合理的でない

ものは、第三条第一項第六号に掲げる貸与拒否事由に該当するものとみなす。 
３ 設備保有者が使用等予定日までの間に限定して設備の提供を行う場合であ

って、前項に規定する計画が確実に実施されない場合は、第十一条第一項の

契約解除事由に該当するものとみなす。 
４ 設備保有者は、設備の使用が公物管理関係法令等の適用を受けるときは、

当該公物の占用等の期間についての規定を十分に勘案するものとする。 
 
（工事及び保守ルール） 

第五条 設備保有者から提供された設備に伝送路設備を設置する工事の設計及

び施工又は当該伝送路設備の保守は、セキュリティーの確保及び事故防止の

ため、原則として設備保有者又は設備保有者が指定する者が行う。なお、設

備保有者が示す、セキュリティーの確保及び事故防止のための保証手段及び

責任の明確性を確保するための措置を講じる場合には、事業者の希望に応じ

事業者自らが工事の設計及び施工又は保守を行うことを認めるものとする。 
２ 設備保有者は、セキュリティーの確保及び事故防止のための保証手段及び

責任が明確でないと判断し、事業者自らが工事の設計及び施工又は保守を行

うことを認めない場合は、事業者に対し、その判断理由を書面又は電子メー

ル等の電磁的方法で通知するものとする。 
３ 設備保有者から提供を受けた設備に設置された伝送路設備の保守について

は、設備の提供に係る契約においてその運用ルールを明示するものとする。 
４ 設備保有者は、設備の提供に伴い、当該設備の改修工事を行う必要が生じ

る場合は、事業者に対し当該工事の設計及び施工に係る費用負担を求めるこ
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とができる。この場合において、事業者から当該工事が必要となる理由及び

当該費用負担の算出根拠の提示を求められたときは、経営上の秘密の保持に

支障がない範囲で、これに応じるものとする。 
５ 事業者は、設備保有者から貸与を受けた設備に設置した伝送路設備が不要

となった場合は、速やかに当該伝送路設備を設備から撤去するものとする。 
 
（貸与の対価） 
第六条 設備使用料の原価は、原則として、減価償却費及び保守運営費に、他

人資本費用、自己資本費用及び利益対応税の合計額を加えて算定するものと

し、設備保有者は、事業者に対し、当該原価に基づく適正な設備使用料を求

めることができる。 
２ 前項の設備使用料の実際の算定に当たっては、別表に掲げる式のいずれか

による方法その他公正妥当な方法により算定を行うものとする。 
３ 設備保有者は、事業者に対し、使用の申込みを受けた設備の使用料及びそ

の算出根拠を、第十三条第一項に規定する標準実施要領において記述する時

期に通知するものとする。 
 
（移転費用負担等） 

第七条 設備保有者の事情又は正当な利益を有する第三者の要請により現に提

供している設備を撤去し、又は移転する必要が生じた場合の事前予告及び移

転費用の取扱いについては、設備の提供に係る契約において明示するものと

する。この場合において、事業者の伝送路設備の撤去又は移転に係る事前予

告及び移転費用の取扱いについても、同様とする。 
２ 設備保有者は、当該設備保有者の事情又は正当な利益を有する第三者の要

請により、現に提供している設備又は当該設備に設置された事業者の伝送路

設備を撤去し、又は移転する必要が生じた場合は、事業者に対し、速やかに

その旨を通知するものとする。 
３ 事業者は、設備保有者に対して自己の責に帰すべき事由により設備の提供

の中止を求める場合は、事業者の負担により設備を原状復帰するものとする。 
 
（事故、災害時の取扱い） 

第八条 事故、災害の発生により現に提供している設備が破損した場合の取扱

いについては、設備の提供に係る契約において明示したときは、当該契約内

容によるものとする。 
 
（更新ルール） 

第九条 設備保有者が、事業者から設備提供の継続の申込みを受けたときにつ

いては、第二条から前条までの規定を準用する。 
２ 設備の提供に係る契約において自動更新条項（契約期間中に、当事者のい
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ずれかが更新を拒否する旨の申入れを行わない限り、当該契約が一定期間更

新される旨の条項をいう。）を規定する場合においては、設備保有者は、契約

期間中に、第三条第一項各号に掲げる事由が生じたことにより当該契約の更

新が困難になった場合は、事業者に対し、原則として契約期間終了の六箇月

前までにその旨を予告し、又は当該事由の発生後速やかにその旨を通知する

等電気通信役務の円滑な提供のために必要な措置を講じるものとする。 
 
（設備の使用に当たっての遵守事項） 

第十条 事業者は、設備保有者から提供された設備には、認定電気通信事業の

用に供する伝送路設備を設置するものとする。 
２ 事業者は、設備保有者から提供された設備に伝送路設備を設置し、又は設

備を使用するに当たり、設備関係法令等、設備保有者が適正に定める技術基

準及び契約等において明示する適正に定められた手続に従って行うものとす

る。 
３ 事業者は設備保有者から提供された設備に伝送路設備を設置し、又は設備

を使用するに当たり、設備の定着する土地の所有者その他伝送路設備がその

上空を通過する土地の所有者（所有権以外の権原に基づきその土地を使用す

る者があるときは、その者及び所有者）との間で、公物管理関係法令等に関

する諸手続をはじめ、必要な調整を適切に進めるものとする。また、設備保

有者は設備を使用させるに当たっては、公物管理関係法令等に基づき必要な

諸手続等を適切に進めるものとする。 
４ 事業者は、設備保有者から提供された設備に伝送路設備を設置し、又は設

備を使用するに当たり、事業者の責に帰すべき事由により第三者との間に争

いが生じた場合又は第三者に損害を与えた場合においては、事業者の責任と

負担により処理するものとする。 
 
（契約解除事由等） 

第十一条 設備保有者は、事業者が自己の責に帰すべき事由により、このガイ

ドライン又は設備の提供に係る契約に違反した場合は、当該契約を解除する

ことができる。 
２ 前項に定めるほか、設備保有者は、契約締結時に予期できなかった事情等

により、自己の公益事業を遂行する上で現に事業者に提供している設備を使

用することが必要であって、他の設備をもって代えることができなくなった

場合に限り、当該契約を解除することができるものとする。この場合におい

て、設備保有者は、原則として六箇月以上の期間（貸与契約期間が一年以内

の場合には標準実施要領等で定める適切な期間）をおいてその旨を予告し、

又は当該事由の発生後速やかに相当な期間を置いて解除する旨の予告を行う

等電気通信役務の円滑な提供のために必要な措置を講じるものとする。 
３ 前二項の規定により契約の解除があった場合、事業者は速やかに当該設備
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を原状に回復し、返還するものとする。ただし、設備の提供に係る契約にお

いて、強制撤去条項（設備保有者が相当の期間を定めて解除の予告を行った

にもかかわらず、事業者が原状回復をしないときは、当該設備保有者は、自

ら原状回復をすることができる旨の条項をいう。）を規定する場合においては、

当該設備保有者は、当該条項の定めるところにより、自ら原状回復をするこ

とができる。 
４ 前項の場合において、原状回復に要する費用等の取扱いについては、第一

項の規定に基づく解除の場合においては原則として事業者が負担するものと

し、第二項の規定に基づく解除の場合においては設備の提供に係る契約にお

いて明示するものとする。 
 
（情報開示） 

第十二条 設備保有者は、事業者から設備の使用可能状況について照会（第二

条第一項に規定する調査の申込みを除く。）があったときは、当該区間又は場

所の使用可能状況について事業者への回答を行う。なお、情報開示により当

該設備におけるセキュリティーの確保、経営上の秘密の保持又は顧客情報の

保護に支障を生じる場合は、この限りでない。また、回答に係る費用は、事

業者が負担するものとする。その額は、コストに基づき適正なものとするも

のとし、内訳として人件費（内訳としての作業時間、作業人数及び作業単金

を含む。）、機械器具損料等を事業者に示すものとする。 
 
（貸与申込手続等に関する標準実施要領の作成及び公表） 

第十三条 設備保有者は、このガイドラインに準拠した設備の使用に関する標

準実施要領を作成し、設備の提供に関する次に掲げる事項をあらかじめ公表

するものとする。なお、公表は原則としてインターネット上のホームページ

への掲載によるものとする。 
一 提供を受けるための申込窓口及びその連絡先 
二 提供を受けるための手続（設備の提供に伴う事前調査（以下「調査」と

いう。）の申込みから使用までの標準的な手続（第六条第三項に定める設備

使用料及びその算出根拠の通知に関するものを含む。）） 
三 申込書、通知書その他必要な書類の標準的な様式及び添付すべき書類の

種類 
四 提供が拒否できる事由 
五 標準的な設備使用料及びその算出根拠 
六 調査の申込みから提供の可否の回答までの標準的期間（標準的な調査回

答期間） 
七 提供に関して行う調査に係る費用の算定方法 
八 調査の申込みから設備の使用開始までの標準的期間 
九 定型的かつ反復して行われる光ファイバを用いた引込線等に係る設備の
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使用の申込みに関する手続の簡素化及び効率化のための基本的事項 
十 前号に掲げるもののほか、設備の使用の申込みに関する手続の簡素化及

び効率化に関して必要な事項 
２ 前項第五号に規定する標準的な設備使用料、同項第六号に規定する標準的

期間又は同項第八号に規定する標準的期間を設定することが困難であるとき

は、過去の実績等に基づく例示等をもって代えることができる。 
３ 設備保有者は、二以上の申込窓口を設ける場合は、原則として、申込窓口

相互間における申込手続の統一を図るものとする。 
４ 申込窓口ごとに第一項各号に掲げる事項の内容が異なる場合は、申込窓口

ごとに、第一項の規定に基づき標準実施要領を作成し、公表するものとする。 
 
（一束化） 

第十四条 メッセンジャーワイヤーその他一束化（事業者がその伝送路設備を

先行敷設者（電気通信事業者、有線テレビジョン放送施設者その他の者であ

って既に電柱に有線電気通信設備を設置しているものをいう。以下同じ。）が

既に電柱に設置している有線電気通信設備と束ねて設置することをいう。以

下同じ。）を行うために使用することができる設備（このガイドラインにおけ

る設備保有者に該当する公益事業者が保有する電柱に設置されるものに限る。

以下「一束化設備」という。）を所有する者（所有権以外の権原に基づきその

一束化設備を使用する者があるときは、その者及び所有者。以下「一束化設

備保有者」という。）が、事業者に一束化設備を提供する場合において、一束

化設備保有者及び事業者が遵守すべき標準的な取扱方法についても、第一条

第四項第一号及び第二号の規定の適用があるものとする。 
２ 事業者は、一束化を行うに当たっては、あらかじめ、一束化設備が設置さ

れている電柱を保有する設備保有者（以下「電柱保有者」という。）の承諾を

得るものとする。 
３ 一束化設備保有者は、電柱保有者から、第九項ただし書に規定する承諾を

求められた場合は、合理的な理由がある場合を除き、これに応じるものとす

る。 
４ 一束化設備保有者は、事業者から一束化設備の提供の申込みがあった場合

は、できるだけ速やかに提供の可否の回答を行うものとする。 
５ 一束化設備保有者は、事業者から一束化設備の提供の申込みを受けたとき

は、原則として、次に掲げる事由に該当する場合を除き、一束化設備の提供

を拒否しないものとする。 
一 電柱保有者が、事業者に対する第二条の規定に基づく回答において、一

束化を要する旨を示していない場合 
二 一束化を行うことにより、電柱保有者の技術基準に適合しないこととな

る場合 
三 一束化を行うことにより、一束化設備保有者による建設若しくは保守に
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困難を生じさせ、又は生じさせるおそれが強い場合 
四 事業者の責に帰すべき理由により過去に第七項に規定する取決めが履行

されなかったことがある場合又は重大な不履行若しくは救済不能の不履行

が発生するおそれが強い場合 
６ 一束化設備保有者は、事業者に対し一束化設備を提供する場合は、コスト

に基づく適正な使用料を求めることができる。この場合において、事業者か

ら、当該使用料の算出根拠の提示を求められたときは、これに応じるものと

する。 
７ 一束化設備保有者及び事業者は、一束化を行うに当たっては、あらかじめ、

次に掲げる事項その他一束化に当たって必要な事項を取り決めるものとする。 
一 貸与期間 
二 工事及び保守ルール 
三 貸与の対価 
四 撤去又は移転の際の費用負担等 
五 事故、災害時の取扱い 
六 更新ルール 
七 設備の使用に当たっての遵守事項（秘密の保持に関することを含む。） 
八 契約解除事由等 
九 共用設備の所有権の帰属 
十 他事業者との一束化への対応 

８ 電柱保有者による電柱の提供の可否の判断に当たっては、一束化設備保有

者及び事業者が一束化を行うことにより第三条第一項第五号に掲げる事項に

該当することとなる場合を除き、同項第一号に規定する「現に空きが無い場

合」には該当しないものと解する。 
９ 電柱保有者は、事業者に対する第二条の規定に基づく回答において一束化

を要する旨を示した場合であって、当該事業者から、一束化設備保有者の伝

送路設備等に当該一束化設備保有者の氏名又は名称が取り付けられていない

ことを理由として、当該氏名又は名称について照会があったときは、これを

事業者に通知するものとする。ただし、当該通知について一束化設備保有者

の承諾を得られない場合は、この限りでない。 
１０ 電柱保有者は、複数の者が一束化を行っている部分に係る電柱の使用料

を算出するに当たっては、その旨を十分に考慮して電柱の占有率を設定する

ものとする。 
 
（支線の共用） 

第十五条 支線（このガイドラインにおける設備保有者に該当する公益事業者

が保有する電柱に設置されるものに限る。以下同じ。）を所有する者（所有権

以外の権原に基づきその支線を使用する者があるときは、その者及び所有者。

以下「支線保有者」という。）は、事業者から支線の共用の申込みを受けたと
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きは、原則として、次に掲げる事由に該当する場合を除き、当該共用を拒否

しないものとする。 
一 支線の共用を行うことにより、電柱保有者の技術基準に適合しないこと

となる場合 
二 支線の共用を行うことにより根かせが支線の引張荷重に耐えられなくな

る場合（当該支線について改修工事を行うことにより引張荷重に耐えられ

ることとなる場合を除く。）等、支線保有者による建設若しくは保守に困難

を生じさせ、又は生じさせるおそれが強い場合 
三 事業者の責に帰すべき理由により過去に第三項に規定する取決めが履行

されなかったことがある場合又は重大な不履行若しくは救済不能の不履行

が発生するおそれが強い場合 
四 事業者が行おうとする支線の共用が設備関係法令等の条件を満足しない

場合や、当該支線の共用が公物管理関係法令等の規定の適用を受けるもの

にあっては、事業者又は支線保有者が受ける道路占用許可その他の公物の

占用等の許可（変更の許可を含む。）の取得若しくは占用許可等の条件の変

更に困難がある場合又はそのおそれが強い場合 
２ 支線保有者は、前項各号に掲げる事項に該当するものとして事業者からの

支線の共用の申込みを拒否する場合には、その事業者に対し、拒否する理由

を書面又は電子メール等の電磁的方法により通知するものとする。 
３ 支線保有者は、支線の共用を行う場合には、事業者に対し、当該支線に係

る道路占用料その他の費用（当該共用に伴い当該支線の改修工事を行う必要

が生じる場合における当該工事の設計及び施工に係る費用を含む。）について

応分の負担を求めることができる。この場合において、事業者から、当該費

用負担の算出根拠の提示を求められたときは、これに応じるものとする。 
４ 支線保有者及び事業者は、支線の共用を行うに当たっては、あらかじめ、

次に掲げる事項その他支線の共用に当たって必要な事項を取り決めるものと

する。 
一 共用期間 
二 工事及び保守ルール 
三 共用に係る費用負担 
四 撤去又は移転の際の費用負担等 
五 事故、災害時の取扱い 
六 更新ルール 
七 支線の共用に当たっての遵守事項（秘密の保持に関することを含む。） 
八 契約解除事由等 
九 共用する支線の所有権の帰属 
十 他事業者との共用への対応 

５ 事業者は、共用する支線のうち事業者に属する部分については、必要な安

全対策を施すものとする。 
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６ 第十条第三項及び第四項の規定は、事業者が支線を共用する場合について

準用する。 
 
（腕金類の設置） 

第十六条 電柱保有者が、事業者から、伝送路設備を設置するための腕金類を

設置することを目的とする電柱の提供の申込みを受けた場合における、当該

電柱保有者による電柱の提供の可否の判断に当たっては、当該腕金類が設置

されることにより第三条第一項第五号に掲げる事項に該当することとなる場

合を除き、同項第一号に規定する「現に空きが無い場合」には該当しないも

のと解する。ただし、当該電柱保有者が、事業者による伝送路設備の設置を

可能とするため、あらかじめ腕金類を自ら設置する場合又は第五条第四項の

規定による改修工事の一環として腕金類を自ら設置する場合は、この限りで

ない。 
２ 電柱保有者は、前項の申込みを受けた場合において、事業者による一束化

の円滑な実施が可能であること等の事情があると認めるときは、事業者に対

し、協議を求めることができる。 
３ 事業者が自ら腕金類を設置し、又は事業者の伝送路設備を設置するために

電柱保有者が腕金類を設置することにより、先行敷設者が既に電柱に設置し

ている有線電気通信設備の設置場所を変更する工事を行う必要が生じる場合

においては、当該工事の設計及び施工に係る費用は、当該事業者が負担する

ものとする。この場合において、当該費用の負担を求めようとする者は、事

業者から当該費用負担の算出根拠の提示を求められたときは、これに応じる

ものとする。 
４ 電柱保有者は、前項の場合において、先行敷設者から、事業者の氏名又は

名称について照会があったときは、これを先行敷設者に通知するものとする。 
 

附 則 
 
（適用対象に関する経過措置） 

第一条 このガイドラインにおける設備保有者に該当する公益事業者は、線路

を設置する設備にあっては、当分の間、電気通信事業者、電気事業者及び鉄

道事業者とする。 
 
（見直し） 

第二条 このガイドラインは毎年四月一日に、設備使用の進展の程度等につい

て検討を加え、その結果に基づいて見直しを行うものとする。なお、当該見

直しに当たり、設備保有者は、資料の提供等必要な協力を行うべきものとす

る。 
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別 表 
 
１ Ａ＝（Ｂｘ＋Ｃ）×（Ｄｚ／Ｄｘ）×Ｆ 
２ Ａ＝（Ｂｘ＋Ｃ）×（Ｅｚ／Ｅｘ）×Ｆ 
３ Ａ＝（Ｂｘ＋Ｃ）×（Ｅｙ／Ｅｘ）×（Ｄｚ／Ｄｙ）×Ｆ 
４ Ａ＝｛Ｂｚ＋Ｃ×（Ｄｚ／Ｄｘ）｝×Ｆ 
５ Ａ＝｛Ｂｚ＋Ｃ×（Ｅｚ／Ｅｘ）｝×Ｆ 
６ Ａ＝｛Ｂｚ＋Ｃ×（Ｅｙ／Ｅｘ）×（Ｄｚ／Ｄｙ）｝×Ｆ 
７ Ａ＝｛Ｂｙ×（Ｄｚ／Ｄｙ）＋Ｃ×（Ｄｚ／Ｄｘ）｝×Ｆ 
８ Ａ＝｛Ｂｙ×（Ｄｚ／Ｄｙ）＋Ｃ×（Ｅｚ／Ｅｘ）｝×Ｆ 
９ Ａ＝｛Ｂｙ＋Ｃ×（Ｅｙ／Ｅｘ）｝×（Ｄｚ／Ｄｙ）×Ｆ 
 
注１ 上記の記号の意味は、それぞれ次に定めるところによる。 

Ａ  設備使用料 
Ｂｘ 保有する全ての同種設備に係る減価償却費の総額 
Ｂｙ 一定地域における全ての同種設備に係る減価償却費の総額 
Ｂｚ 提供する設備に係る減価償却費 
Ｃ  保有する全ての同種設備に係る原価の額のうち、保有する全ての

同種設備に係る減価償却費の総額を除いた額 
Ｄｘ 保有する全ての同種設備の総量 
Ｄｙ 一定地域における全ての同種設備の総量 
Ｄｚ 提供する設備の量 
Ｅｘ 保有する全ての同種設備の価額の総額 
Ｅｙ 一定地域における全ての同種設備の価額の総額 
Ｅｚ 提供する設備の価額 
Ｆ  提供する設備のうち提供に係る部分の占有率 

 
注２ 設備の価額については、再調達価額（設備を新たに取得するものとし

た場合において見込まれる価額）、取得価額又は正味価額（取得価額から減

価償却費累計額を減じて得た価額）のいずれかを採用することができる。 
 
注３ 原価、減価償却費、再調達価額、取得価額、正味価額等については、

必要に応じて近似値を採用することができる。（例えば、１年を超える期間

中、一律の設備使用料を設定することとする場合は、減価償却費等につい

て、合理的な将来の予測に基づく当該期間中の平均値の近似値を採用する

ことができる。） 
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